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１．はじめに
本稿は、近年ますます重要視される「フィール
ドワーク」という調査法を、主として NPOと福
祉社会学の観点から再検討することを目的とする
ものである。その背景には、近年日本の社会にお
いて急速に進展し、重きが置かれようとしている
社会調査の制度的整備がある。社会調査は学術的
な領域だけではなく、マーケティング、世論調
査、そして政策立案のためにシンクタンクや調査
会社が繰り返すものなど、多種多様に行われてい
る。何をおこなうにしてもエビデンスが求めら
れ、そのエビデンスの多くは社会調査によって示
される。まさに「社会調査の時代」が来たといっ
てよい。社会調査士制度の確立１）は、その証左で
あろう。
実際のところ、社会調査の比重は飛躍的に増し
ており、その制度化もなされるべきであると、多
くの研究者に考えられているし、著者も基本的に
は同じ立場である。しかし一方で、その時代は社
会調査にとって「受難の時代」であるともいえ
る。例えば２００５年に「住民基本台帳の閲覧制度等
のあり方に関する検討会」が打ち出した住民基本
台帳の閲覧を限定する方向性は、個人情報保護の
観点からとはいえ現在でも、社会調査によい影響
を与えているとは言えない。田中は「社会調査は
時代の要請であるようにもみえるのだが、他方
で、ますます社会調査が困難で不可能な時代に
なってきた」（田中２００７：２）と指摘している。
このような岐路に立たされているのは、調査票
を元にした統計的な量的調査だけではない。むし
ろ量的調査の欠点を補うと一般に期待されてお
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要 約
本稿は、社会調査のうち質的調査のひとつである「フィールドワーク」をとりあげ、そ
こで直面する課題を検討するものである。近年の社会調査の整備と定式化の進展は、フィー
ルドワークにおいても同様である。しかしフィールドワークはその調査対象との距離の近さ
と関係性の複雑さから、研究者は調査の“果実”が求められ、それにどう応えるかという課
題を、常に背負い続けることがありうる。この問題は、これまで福祉 NPO領域においては、
調査者と調査対象者の「蜜月関係」によって表面化していなかったが、近年の情勢変化、特
に NPOじしんの調査ノウハウや資源の獲得によって、新たなる葛藤が生まれる可能性があ
る。
＊大妻女子大学 社会情報学部
大妻女子大学紀要
―社会情報系― 社会情報学研究１８２００９ ８１
り、それゆえますます期待を集め、そして従事者
を集めている質的な調査でも、分岐点にかかって
いるというべき論点がある。本稿ではフィールド
ワークを主として、著者自身が調査に従事する中
で得てきた知見や体験を踏まえつつ、再考してみ
たいと思う。
社会調査は、問われつつある。そのための１つ
の回答が、社会調査をより定式化するという試み
なのかもしれない。ただし本稿にて述べるよう
に、定式化や手法の整備、ないしは倫理的配慮の
徹底によって、すべての問題が解決するわけでは
ない。これらは簡単に答えがでる問題ではない
し、誠実な慎重さこそが求められる論点でもあ
る。本稿はもちろんそのすべてができるわけでは
ないし、調査を相対的に再考するひとつの試みに
すぎない。しかしそのような試みの積み重ねこそ
が、社会調査への誠実で慎重な態度を生むのだと
考えている。
２．社会調査の“定式化”とフィールドワーク
調査票の集計と分析による統計的研究である量
的調査と、インタビューなどの非数量的データを
分析する質的調査の２分類のうち、「フィールド
ワーク」は質的調査に入る。社会調査における
フィールドワークは「研究者が調査地に入り、研
究対象の人々が日常どのように生活し、話し、行
動しているか、また、人々を取り巻いている状況
が人々の行動にどのように影響しているかを観察
し、記録する過程」（谷・芦田ほか２００９：１８）で
あるとされる。つまり、その調査の長所は、
フィールド・調査対象との密着度にあるといえ
る２）。
そもそもフィールドワークは、質問票を回収し
てデータを集め、帰納的に分析するような統計調
査や、命題を数式などで定式化し演繹的に考察す
るような、まさに「科学」とでもいうべき調査法
とは異なり、どうしても曖昧な部分が残らざるを
えないと思われてきた。それゆえその調査手法
は、時に「職人芸」と言われ、調査者の腕によっ
て左右されると考えられていた。しかし近年は
フィールドワークの科学的な手法の検討がなされ、
方法論として定式化がめざされ、成果を上げてい
る。たとえば佐藤は「質の高い質的論文の条件」
としていくつかの条件を挙げ、そのための精緻化
された手法を提案している（佐藤２００８：１１）３）。
調査は科学的でなければならない。フィールド
ワークでも、特に対象に関与して行われる参与観
察やアクション・リサーチであっても、その事実
はまったく変わらない、著者を含めた多くの調査
者にとって、メソッドのさらなる科学的な定式
化、客観化、洗練化は、諸手をあげて賛成できる
ことであろう。ただし対象に深く参与する研究法
において、そのような洗練化がどのように、かつ
どこまで可能かという自省はもち続けなければな
らないはずである。対象に関わらなければわから
ない事実があるということが、フィールドワーク
という方法の価値になる。対象と調査者の関係は
リセットできないという意味でも、そして変わり
がたいという意味でも、唯一であり、科学的にコ
ントロールしきれるものではない。佐藤は、質的
調査の重要性とともに、以下のように「分厚い記
述」（thick description）の重要性を述べた（佐
藤２００８：４）。それは確かに重要であるが、調査
対象の立場からすれば分厚く記述され正確に分析
されれば、すべてが解決するという時代は終わり
つつあるのではないか。特にフィールドワークに
おいては、その過程で常に調査者の立場が問われ
る。それも調査している対象・協力者からきびし
く問われる。そのような「対象との関わり方」が
常に問われるという問題は、フィールドワークと
いう方法論に内在する、不可避なものである。
そのような、調査者と調査対象者との関係は、
「ラポール＝調査対象との信頼関係づくり」とし
て言及されてきた。もちろん「ラポール」という
信頼関係には「データの客観性を担保するうえで
の」（谷・芦田２００９：２１４）という条件が付く。
ただし、この区別がすんなりいくのかについて
は、大いに疑問を持たざるを得ない。
たとえば、ラポールを「個人的信頼」から生ま
れるものと、「調査目的への同意」から生まれる
ものとに分け、後者を推奨する立場もあり得る
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（谷・芦田２００９：２１５）。しかし、この後者の「調
査目的」というのは、ある意味、調査者側の理想
を表しているものにすぎない。なぜなら調査対象
者からすれば、仮に「調査目的」に理解をすると
いうかたちでの信頼は、「調査者個人への信頼」
を前提としてはじめて成り立つからである４）。本
稿後半でも詳述するが、このような関係性の定式
化の難しさを認めるところから、本稿の議論が生
まれうる。
既にふれてきた、対象と調査者の関係性の構築
を分析する様々な立場は、これらの問いに科学的
に答える試みのひとつであろう。しかしそれに加
えて留意しておかなければならないのは、自分の
フィールドワークが成立している社会状況や、背
景についてである。調査の状況、フィールド全体
が現在どういった状況であるのかについて、どこ
まで意識的に取り上げられてきたのか、さらに検
討する余地が残されている。
あたりまえではあるがフィールドワークの状況
は、フィールドによって大きく変わる。そこで次
節からは、福祉における NPO（Non Profit Or-
ganization）を題材に、そのようなフィールド
ワークという調査法の「現在地」を自省を含めつ
つ検討するという作業をおこなう。研究者の調査
が、実際のフィールドからはどのように考えられ
ているのか、実際に何を期待され、どう応えてい
るのかという点については、さらに検討されなけ
ればならないだろう。
３．調査対象との信頼関係を生むものは
何か
フィールドワークの方法論でもっとも強調され
るのが、「ラポール＝信頼関係づくり」であるこ
とは、すでに述べた。特に対象を密接に調べよう
というフィールドワークの場合は、信頼関係がな
ければ調査そのものにも取りかかれない。
信頼関係づくりのために、調査者はさまざまな
点に留意しなければならない。一般社団法人社会
調査協会の倫理規定のような倫理的な面がそのひ
とつである。
図１ 社会調査協会倫理規定５）
第１条 社会調査は、常に科学的な手続きにのっ
とり、客観的に実施されなければならない。会
員は、絶えず調査技術や作業の水準の向上に努
めなければならない。
（略）
第３条 調査対象者の協力は、自由意志によるも
のでなければならない。会員は、調査対象者に
協力を求める際、この点について誤解を招くよ
うなことがあってはならない。
第４条 会員は、調査対象者から求められた場
合、調査データの提供先と使用目的を知らせな
ければならない。会員は、当初の調査目的の趣
旨に合致した２次分析や社会調査のアーカイ
ブ・データとして利用される場合および教育研
究機関で教育的な目的で利用される場合を除い
て、調査データが当該社会調査以外の目的には
使用されないことを保証しなければならない。
第５条 会員は、調査対象者のプライバシーの保
護を最大限尊重し、調査対象者との信頼関係の
構築・維持に努めなければならない。社会調査
に協力したことによって調査対象者が不利益を
被ることがないよう、適切な予防策を講じなけ
ればならない。
第６条 会員は、調査対象者をその性別・年齢・
出自・人種・エスニシティ・障害の有無などに
よって差別的に取り扱ってはならない。調査票
や報告書などに差別的な表現が含まれないよう
注意しなければならない。会員は、調査の過程
において、調査対象者および調査員を不快にす
るような性的な言動や行動がなされないよう十
分配慮しなければならない。
第７条 調査対象者が年少者である場合には、会
員は特にその人権について配慮しなければなら
ない。調査対象者が満１５歳以下である場合に
は、まず保護者もしくは学校長などの責任ある
成人の承諾を得なければならない。
第８条 会員は、記録機材を用いる場合には、原
則として調査対象者に調査の前または後に、調
査の目的および記録機材を使用することを知ら
せなければならない。調査対象者から要請が
あった場合には、当該部分の記録を破棄または
削除しなければならない。
第９条 会員は、調査記録を安全に管理しなけれ
ばならない。とくに調査票原票・標本リスト・
記録媒体は厳重に管理しなければならない。
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このように調査前には、調査内容・公表の計画
について説明し、協力依頼を丁寧にする必要があ
る。個人情報の的確な管理をし、公表の段階でも
プライバシーに配慮する、分析結果についてイン
フォーマントに報告するなど、調査後にわたって
留意するべきことは多い。
しかし倫理問題がクリアされるだけで、信頼関
係が保たれるわけではない。フィールドワークの
場合は、対象と関わっていく中で、常に信頼関係
を構築し、維持するための行動と判断が求められ
る。それは調査に入る初期の段階からはじまる。
特殊な例を除き、実際のフィールドワークは、
対象としたフィールドの特定の組織、団体に依頼
し、参画する作業を第一歩とする。その場合、受
け入れる側からの団体からは、「受け入れたこと
によるメリットは何か？」という視線で見られる
ことになる。「受け入れたことによる果実」への
期待は、調査慣れしている著名な NPO６）をのぞけ
ば、資源が枯渇気味であったり、運動を展開する
力が不足していたりしている組織・団体ほど強
い。
残念ながら、「直接的な利益ではなく、社会全
体やアカデミズム全体に貢献している」と述べ続
けても、すべての NPOに受け入れてもらえると
は限らない。その調査が社会的にきわめて意義が
高いということを説明したとしても、NPOを運
営する側にとっては、何らかの見返りがなければ
ただの負担になってしまうことが多い。社会的に
高く評価されていて、著名な団体であればあるほ
ど、その負担が増えることになる。その場合、自
らに関連がある利益（PR、知名度の向上、人間
関係づくり）という“果実”が得られると予測さ
れる調査を優先するのは、現場の論理としてはむ
しろ自然である。
逆にいえば、ラポールがうまくいっている調査
はフィールドから、「この調査は自分たちにとっ
て“果実がある”」ないしは「少なくとも自分た
ちに不利益にはならない」と判断されたというこ
とにもなりかねない。それで良いのか、という論
点がここで考えられる。そしてもうひとつ重要な
のは、予算や人材が不足気味で、恵まれた活動環
境を作り出せない福祉領域を扱うような社会的マ
イノリティの現場ほど、そのような「果実への期
待」が高くなりかねないという点である。もちろ
ん、理想としては社会調査は、その対象に直接利
益を還元するものではなく、あくまで社会や学問
全体に貢献するものであり、その意義を理解して
もらう努力は必要である。しかし、資源的に追い
詰められた社会的マイノリティ領域であればある
ほど、そのような“果実”が具体的に見えない調
査にかける余裕はないという点は、もっと留意さ
れなければならない。
４．福祉NPOでのフィールドワーク
―調査の“果実”と「蜜月関係」―
フィールドワークにおけるこのような調査関係
の典型的な問題は、NPO調査の場面で見出すこ
とができる。非営利の市民活動団体である NPO
と社会調査は、これまできわめて親和的であっ
た。故なきわけではないのだが、どうしても批判
の矛先になってしまいがちな行政機関や、時に自
分たちの宣伝媒体とみられてしまう企業・ビジネ
スセクターと異なり、社会調査者にとって NPO
は、新しい市民の領域を担うものとして期待をも
てる対象であり、調査のしがいがあるものでも
あった。そもそも NPO調査が属する市民セク
ターが、当初は新奇な社会領域であったため、調
査のネタには事欠かなかったといってよい。特
に、なんらかの社会変化に対して「市民の連帯」
などの積極的な議論をしたい場合、たいていは、
行政でも企業でもない新しい主体としての NPO
を想定することが多かった。
具体例をあげる紙幅がないくらい、NPOに未
来を託するような社会調査には事欠かない。著者
自身もそのような結末で論文を終えることがたび
たびであった（柴田２００９など）。もちろんその調
査結果は根拠があり、妥当であったと考えてい
る。しかし研究者にとって NPOという主体が、
社会変革や未来の可能性を積極的に語りたい場合
の、良く言えば「切り札」、あえていえば「マジッ
クワード」の役割を担っていたと言っても、言い
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過ぎにはならないのではないか。その意味で、調
査者からみて NPOは、“果実”が明確な関係で
ある。しかしその“果実”は、データをもらえる
側の調査者にとってのみではない。調査をされる
側の NPOも、もちろんその「果実」を求めてい
た。両者は異なった“果実”を共有できる、「蜜
月関係」にあったのである７）。
NPO側が調査者にもとめる“果実”は、調査
者がどのような社会的背景をもっているかによっ
て、２つに分類されよう。まず、調査者が何も
持っていない場合、すなわち学部学生や大学院生
の場合、NPOがその調査に期待するのは、実は
労働力である。多くの NPOは人手不足であり、
特に継続的な支援活動が多い福祉領域において
は、いかに著名な NPOであっても、たいていは
安価で良質な労働力を求めていて、高学歴の大学
院生や若手研究者などはよいターゲットであると
いえる。
著者自身、院政時代には NPOを調査するたび
に、その NPOでのボランティアに誘われ、例外
はなかった。「ちょっと手伝って」といわれた
り、「イベントにぜひ参加してください」と頼ま
れて、断るのは「人として」どうかと思ってしま
うし、無碍に断るようでは、とても良好な関係を
作り出すことはできなかったと思う。ただし一度
手伝うようになると、どこまで手伝うのかの境界
線が難しいのも、また事実である。「調査が目的
なのでここまで」と一線を決めるのが普通だが、
その場合それ以上の関係性は構築できず、調査対
象側もそれ相応の対応しかしない８）。一方で調査
対象に（特に NPOの事務局長などに）気に入ら
れようとどこまでも手伝うと、そのうち調査者な
のかボランティアなのかがわからなくなる。極端
な時には、ある時ふと気がつくと、NPOの「事
務局員名簿」に名前が載っていたりすることさえ
あった。
近年は大学院生の就職難もあって、実際に調査
に行っていた NPOの職員として就職する人が増
えてきているとも言われている。身に覚えがあ
る、類似する経験を何度もしてきた著者として
も、研究者が NPOに就職することそのものはと
ても良いことだと考えている。そのような担い手
たらなければラポールは獲得できないし、NPO
の本質に迫ることができるようなフィールドワー
クをすることはできない。しかし調査の背景とい
う観点から、そして次節で述べる観点からは、そ
の是非はもっと議論されてよいはずである。
一方、調査者が“えらい”大学教授や専門家で
ある場合、福祉 NPOが求める調査の“果実”は
本質的に NPOが求めるもの、すなわち「人脈形
成」になる９）。それはまず調査に来た研究者を、
自分たちのイベントや講演会で演者として招くと
ころからはじまる。どこかに書いてもらうことが
PRになるかもしれないし、より著名で役立つ専
門家を紹介してもらえるかもしれない。時には、
NPOから理事就任の依頼が出されることもあ
る。理事名簿は福祉 NPOに付き物の、度重なる
行政への各種届け出や事業報告のさいに必要であ
り、著名人や学識経験者が載っている理事名簿は
広報用のWebサイトや、NPOの生命線といっ
ても過言ではない助成金や事業申請の場合にも添
付される。“箔付け”は言い過ぎだとしても、日
常的に有力な専門家のアドバイスを受けられるの
は大きい。しかし、名前のみであっても理事に就
任した場合は、調査者というよりもその NPOの
構成員になることを、忘れてはならない。
このような関係構築がいきつく２つのパターン
の結末が、科学的な、学術的な調査結果をどこま
で保証しているかどうかについては、議論の余地
が残るだろう。しかしここで留意したいのは、特
に福祉 NPOにおいては、これまでこのような調
査の“果実”の分配が非常にうまくいっていたと
いうことである。大学院生は論文をまとめること
ができ、NPOは労働力を得ることができた。大
学教授や研究者は実態を知って研究報告書をまと
め、NPOは人脈や知名度を得、時には専門家を
理事として招くことに成功した。このような調査
者と NPO実践家との「蜜月関係」が、多くの
NPO研究と、そして多くの NPO実践の土台に
なっていたのである。
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５．終わりつつある「蜜月関係」
ここで議論しなければならないものが２つあ
る。まず、そのような“果実”分配関係の上に成
り立っている研究そのものの方法論的問題であ
る。ただしそのまえにもうひとつの問題、「蜜月
関係」の変化について触れておきたい。
NPO研究者と実践家の「蜜月関係」は、NPO
研究が隆盛した１９９０年代以降、しばらく続いたと
いえるだろう。しかし近年、その構造は急速に変
化している。その理由は NPO側が、自らの「価
値」について自覚を深めたことにある。「蜜月関
係」による“果実”は、調査者にとっては NPO
からデータをもらわなければ得られない。しかし
NPO側が欲しい人脈・知名度・助成金などは、
ある程度のノウハウを身につければ調査者を通さ
なくても得られるものであり、その手法は別にあ
りえることが、だんだんと知られてきた。また何
度も調査を受けることで、調査者が調査にくるこ
とによる“果実”は新奇性が無くなり減退する。
NPO自らに価値があるのであれば、直接獲得す
る努力に傾注した方がよいということもある。
考えてみれば、NPOに本当に詳しいのはこれ
から調査する研究者ではなく、自ら運営する自分
たちであるという考え方もできる。それなら、調
査技法を自分で学んで、自分たちで調査すればよ
い。「市民的調査」ともいわれるこれらは（時に
事務局員化した院生の力を借りて）急速に精巧と
なってきている。たとえば近年の助成金は NPO
じしんに、採択された事業の自己評価を求めるよ
うになってきている。助成効果を知りたい助成団
体にとっては当然の傾向であるが、自己評価がで
きる力があるのであれば、外部から調査者を受け
入れる必要性は低下する。もっとも NPOについ
てよく知っている NPO実践家による調査が増え
ている現在、社会調査を専門とする者として、何
ができるのだろうか。
例えば著者自身も、NPOの助成事業の企画担
当者として参画し、プログラムの立案と運営を担
当するとともに、助成企業から依頼を受け、自己
評価も担当した。もちろん著者が（能力はともか
く）研究者にカテゴライズされているからであろ
うが、その場合に使用する手法も基本的には、イ
ンタビュー、フィールドワーク、そして調査票回
収といった、通常の社会調査技法の応用である。
この NPOに限定すれば、調査での詳細さや妥当
性、「記述の分厚さ」では、著者の右にでる研究
者は今後も出ないだろうと自覚できる。そしてそ
の自信の高さは、残念ながら著者の「調査法の能
力」や「精緻さ」に由来していない。
さらに、著者にとってその自己評価はつらく厳
しい道であったことも言及しておかねばならない
だろう。これは「調査の客観性」という論点でも
ある。著者の場合、相当に批判的な評価を下す、
つまり NPOとしての目に見える“果実”になら
なかったり、逆に利益と背反するような評価をお
こなったりすることが度々あった。それは社会調
査の技法で作成した調査票を使用するなど、ある
程度客観的な数値を元にしていたからであるが、
それでも自らの「ラポール」が、というよりも団
体内の仲間との「友人関係」が、問われているよ
うに感じた。現実問題として、最終的には自分も
立案に参画したプログラムを、どこまで分析し、
客観的に批判できるかは、調査手法の問題と言う
よりは、まさに自分の科学者・研究者としての良
心の問題になりかねない１０）。
ここであげた例は厳密にいえば、著者にとって
は「アクション・リサーチ」の手法をとったもの
であり「社会実験」のひとつとしても位置付けて
いるため、訪問調査やインタビューが主体の調査
とは、得られる“果実”はもちろん、問題構造も
やや異なる１１）。しかし NPOという現場におい
て、社会調査を試行する者が直面し、葛藤する問
題は、おそらく通常のフィールドワークの方が大
きいだろう。その事例のメインアクターでもない
かぎり、事例に参与し続けるためには、陰に陽に
ある程度の“果実”を提供する必要がある。しか
し最近の NPOには、著者のような研究者（のは
しくれ）がすでにいたり、NPOの内部で「市民
研究者」が育っていたりする可能性がある。従来
どおりの「マージナルマンが新たな“果実”を互
酬しあう」ような、「蜜月関係」に、いつまでも
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安住していることはできないのである。
６．「葛藤する現場」としての調査フィー
ルドと、その“果実”の行方
以上のように NPOという調査現場は、だんだ
んと「蜜月時代」が終わりを告げ、調査者にとっ
て「葛藤する現場」となりつつある。しかし事態
はさらに進展しており、相互の人材交流も大幅に
すすんでいる。現在多くの実践家が、次々開講さ
れている NPO論を担当する大学教員に、ないし
は研究機関の研究者になっているし、兼任してい
る人も少なくない。大学院生が NPOの事務局長
となり経験を積んだ上で、再び大学や研究者とし
てパーマネントな職に戻るというライフコースも
増えていくだろう。この形態は、アメリカや西欧
諸国ではよくみられるものである１２）。
ただしそれは研究者の育成というよりは、NPO
を進展させる人材教育の一環である。これは、社
会福祉学の領域でよく見られる構造でもある。福
祉領域の場合は福祉学部の大学院を出て、福祉職
員（ないしは行政の専門職）として働き、ある程
度実績ができたら大学にポストを得るというのが
ひとつのシステムとして機能している。このシス
テムは否定されるものではない。現に、その領域
を拡大し維持するためには有効であり、それはそ
れで意味があることであろう。
しかし私たちはそもそも、NPOの発展のため
に調査をしているのだろうか。忘れてはならない
のは、福祉領域の構成者は、研究者と福祉 NPO
だけではない点である。重要なのは福祉 NPOの
向こう側にいる、その NPOの支援を受けている
障害者・高齢者などの社会的弱者の存在である。
福祉領域での社会調査に価値があるのは、当事者
への貢献が期待できるからだ。本来であれば“果
実”は、まっさきにそういった福祉の利益を受け
るべき、第一の当事者のものである方がよい。こ
れまでの「蜜月関係」は調査をスムーズに、かつ
効率よく実施することで、福祉業界や NPO業界
の正当性を証明することに目がいっており、第一
の当事者とでもいうべき人々を、どこまで視野に
いれてこれたのだろうか。私たちの目的は本当
に、「福祉」領域や NPO領域の拡大だったのだ
ろうか。
私たちが社会調査で主題としたいのは、あくま
で現前する社会構造、ないしは社会問題への問い
であり、その解決に寄与するすべのはずである。
福祉や NPOに注目したのはそのための戦略でし
かない。NPOが社会問題解決のためのベストの
選択なのか、ないしはそうではなく、他のものに
とって替わられるべきなのかも、重要な研究課題
でなければならない。しかし、これまで述べてき
た福祉 NPOでのフィールドワークの背景を振り
返って、その背景から生まれる社会調査が福祉
NPOという枠組みそのものを問う視角、ないし
は力を持ち得ているのかどうかには、疑問が残る
のではないか。
７．まとめにかえて
―フィールドワークの“果実”は誰のものか
最後に「当事者」という概念を抽出することが
できた。だからこそ考えなければならない論点が
二つあるといえる。ひとつは、どこまでが当事者
なのか、そしてもうひとつは、調査の“果実”は
当事者のうち誰のものなのか、である。どのよう
な福祉 NPOに関する調査であっても、巡り巡っ
て最終的には、高齢者・障害者といった第一の当
事者に寄与することになるという意見はありえる
だろう。でもそれならば企画段階から、直接、第
一の当事者と“果実”をわけあえるような調査
が、もっとされてもいいという見解もあり得る。
アクション・リサーチがそのためのひとつのメ
ソッドであるとしても、フィールドワークにおけ
る「当事者」の想定をどこに置くのか。高齢者や
障害者か、NPOのスタッフか、ないしは調査者
まで含まれるのかという点については、もっと積
極的に論じられるべきであろう。
研究者と NPOとの「蜜月関係」の元では、そ
こに存在する枠組みそのものを問う学術的な力が
失われていたのかもしれない。しかし「蜜月関
係」は終わりを告げ、研究者と実践家が混ざり
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合って、時に協力し、時に競争しあう時代がはじ
まっている。著者を含めフィールド調査に出る者
にとっては、現場との繋がり方に葛藤する時代に
なるだろう。しかし、葛藤はチャンスでもある。
NPOを円滑に運営する方法の研究は、NPO実践
家だけに任せておいても構わない。問題構造の全
体像を問う研究こそが、今後の社会学的な研究に
求められているのであり、そこにこそ社会調査の
専門家の存在意義があるのだと思う１３）。
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註
１）一般社団法人社会調査協会
http : //jasr.or.jp/index.htmlを参照
２）「フィールドワーク」と「参与観察（法）」と
の区別は、付きにくいことが多い。谷・芦田
（２００７）は「調査者自身が調査対象集団や組
織、地域などの現場に入り、そのメンバーと
なって生活をともにしながら、比較的長期に
わたって、多角的に観察する調査方法」
（谷・芦田２００７：１８）としている。また、
「調査者が対象集団と共同して、具体的な問
題を解決したり、状況を改善することを目的
に行動（アクション）を起こし、そのプロセ
スをとおして実践的な成果をめざす」とい
う、アクション・リサーチという方法もあ
る。フィールドへの近接性という意味ではこ
れらはよく似ており、本稿の論点である“果
実”と当事者という視角からは、ほぼ重なっ
ている。また、フィールドワークの手法を吟
味する中でアクション・リサーチとなること
があり得るし、参与観察の前段階・後段階と
して手法が変わることもあるだろう。そこで
本稿では、以上の対象に近接する質的な調査
技法をフィールドワークと呼称し、その全体
像を想定して議論している。
３）実際のところ、ここ１５年ほどで日本における
フィールドワークの方法論に関する言及が急
速に増えている。嚆矢としては Emerson,
etc.（１９９５）などがあげられよう。
４）調査をしているものであれば、「あなただか
ら話すけど」という局面にいくつも立ち会っ
てきただろう。まさにその事である。「調査
目的」という信頼が調査対象の中で、どこま
で独立して確立されているのか、本稿の議論
はその疑問点からはじまってもいる。
５）社会調査協会（２００９）より抜粋した。
６）著名な NPOには繰り返し調査依頼がくるた
め、「調査疲れ」があるといわれることもあ
るが、現在は調査を受け入れるために寄付
（ドネーション）が慣例化するまでになって
いるところもあり、海外だと日本からの受け
入れを、宿泊や視察のコーディネーション付
で有料でおこなっているところもある。イン
タビュー調査の中でも「経済的対価」が払わ
れることがある。調査者としてはお金を払っ
たわけだから、気が引けることはなくなる
し、インフォーマントからするとまさに「お
客様」である。極端にいえば社会調査は、イ
ンフォーマントにとってもビジネスになりつ
つあるといえるのかもしれない（調査会社に
依頼したネット調査などのモニターでも、同
じ事がいえる）。寄付をするという行為が調
査にとって問題があるわけではないが、極端
に言うとフィールドを買うことになりかねな
い点を含めて、その背景はもっと自覚されて
よい。
７）この「蜜月関係」は、ホワイトの言う、「社
会学的発明」における当事者と専門家の協働
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（谷・芦田２００９：１９８）の変遷過程なのかも
しれない。
８）手伝ってくれる度合いに応じて、それ相応に
教えてあげるのは普通の感覚である。私自身
が調査対象になったこともあるが、その場合
も同じような感覚をもった。
９）もっとも、この場合は寄付や謝礼などの経済
的利益が期待できることも多い。
１０）さらに言えば、「そもそも調査者による『正
確』で『客観的』な記述が可能なのかどう
か、その設定時代に問題があるのではない
か，と。こうした設定が可能でないという前
提に立てば、ラポールによって『正確』で『客
観的』な記述が可能になる、ということはあ
りえないことになる」（谷・芦田２００９：２１４）
という意見もある。
１１）後述するようにここでの著者の手法は「アク
ション・リサーチ」の一つと分類されるだろ
うが、「調査対象との極端な同一化」＝オー
バーラポールなのではないかという指摘があ
り得るだろう。しかし調査者の立場としては
「客観的データに基づき批判する」などを含
め、その種の批判を回避する仕組みをずっと
考えてきている。
１２）欧米の場合は、そのなかに行政職も入った三
角形で、流動的な人材教育と供給がなされる
ことが多い。NPO領域の進展と拡大という
点では、きわめて効率的だし、意義の高いシ
ステムである。
１３）本稿では、「蜜月関係」を避け、フィールド
ワークをすすめる方法について議論をする紙
幅がなかった。しかし、方法はあるはずであ
る。実践ではなく調査によって、第一の当事
者に直接寄与できるフィールドワークを考え
ていけるとよいと思う。
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Re-examination of the Method of the Field Work
―Social Research’s “Fruits” and “Party”―
KUNIOMI SHIBATA
School of Social Information Studies, Otsuma Women’s University
Abstract
Over the past few years, several studies have been made on issues of the method of the
qualitative research and field work. Although, there has been no study that tried to dis-
cuss “Who should get “the fruits of research” and the first setout. In this article, I would
like to discuss the method of field work from the viewpoint of how to share “fruits of re-
search”.
First of all, we consider the uniqueness of the field work from two points. One is that
many fieldwork should be made to become more formulated. The other is that almost
fieldwork especially of Non-Profit Organization are dependent on the “the honeymoon pe-
riod” between the researchers and the party.
It concludes that the “honeymoon period” will be finished, and we must pay attention
that how to share the “researcher’s fruits” among the local community “party”.
Key Words（キーワード）
qualitative research（質的調査），social research（社会調査），field work（フィールドワー
ク），honeymoon period between researcher and party（当事者間の蜜月関係），research’s
pruits（調査の“果実”），non-profit organization（NPO団体）
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